
 

令和７年度いの町特殊詐欺対策電話機購入費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この告示は、いの町補助金交付規則（平成１６年いの町規則第４５号。

以下「規則」という。）第２０条の規定に基づき、令和７年度いの町特殊詐

欺対策電話機購入費補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し必要な

事項を定めるものとする。 

（目的） 

第２条 この告示は、特殊詐欺被害が急増している状況を踏まえ、特殊詐欺の

被害を未然に防止することを目的として、いの町内に居住する高齢者に対し、

防犯効果が高い迷惑電話防止機能が備わった固定電話機の購入に要する経費

の一部を予算の範囲内において交付する。 

（補助対象者） 

第３条 この事業の対象となる者は、次の各号のいずれにも該当するものとす

る。 

（１） いの町内に居住し、申請時点で６５歳以上の者であること。 

（２） いの町税を滞納していない者であること。 

（補助対象機器） 

第４条 補助金の対象となる機器（以下「補助対象機器」という。）は、町内

の事業所等で購入する自動着信前警告機能及び自動通話録音機能の両方を備

えた固定電話機とする。 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の額は、補助対象者が支払う補助対象機器の購入費とする。 

（補助金額） 

第６条 補助金額は、補助対象機器の購入に要した経費に９割を乗じて得た額

とし、その限度額は２万円とする。 

２ 補助金額の算定に当たっては、千円単位の額となるものとし、端数は切り

捨てるものとする。 

（交付申請）  

第７条 補助金の交付を受けようとするときは、補助金交付申請書（様式第１



 

号）に、必要な書類を添えて町長に提出しなければならない。 

２ 補助金の交付申請は、１世帯につき１回限りとする。 

（補助金の交付決定） 

第８条 町長は、前条に規定する補助金交付申請書が提出された場合に、規則

第４条の規定に基づく補助金の交付の決定をしたときは、速やかにその決定

の内容及びこれに条件を付した場合にはその条件を補助金交付決定通知書

（様式第２号）により、申請者に通知するものとする。 

（申請内容の変更） 

第９条 補助金の交付決定を受けた申請者が、交付決定後に申請内容を変更し

ようとするときは、補助金交付変更申請書（様式第３号）を提出しなければ

ならない。ただし、事業費の３０パーセント以内の減額又は補助金額に変更

を及ぼさない軽微な変更は、この限りではない。 

２ 町長は、前項の申請があったときは、変更内容について審査し、適当と認

めるときは、補助金交付変更決定通知書（様式第４号）により、申請者に通

知するものとする。 

（実績報告） 

第１０条 規則第１１条第１項に規定する補助事業実績報告書は様式第５号の

とおりとし、補助事業の完了の日から起算して３０日を経過した日又は当該

年度の３月１０日のいずれか早く到来する日までに、町長に提出しなければ

ならない。 

（補助金の交付） 

第１１条 町長は、規則第１２条の規定により、交付すべき額を確定した後に

補助金を交付する。 

２ 交付決定を受けた申請者が、当該補助金の請求をしようとするときは、補

助金交付請求書（様式第６号）を町長に提出するものとする。 

（その他） 

第１２条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、令和７年４月１日から施行する。 



 

 （この要綱の失効） 

２ この要綱は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。 

 


